原発災害からの生活復興とはなにか 　　　2015 年調査の自由回答欄にみる福島県中通りの親子の生活と健康 by 成 元哲 et al.
1 問題の所在
2011 年 3 月 11 日の東日本大震災及びそれに伴う東京電力福島第一原子
力発電所の事故（以下「福島原発事故」）が、福島県中通り 9 市町村の 2008
年度出生児及びその母親（または保護者、以下「母親」）の生活と健康に






ある。原発事故から 4 年近く経過した 2015 年 1 月の時点で、子どもの外
遊びや食生活を気にする母親がいる一方、事故前の生活にほぼ戻ったと回




住所のある 2008 年度出生児（2012 年 10 月から 12 月の時点で、2008 年度
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出生児の全員、6191 名）及びその母親を対象として 2013 年 1 月、2014 年





2015 年 1 月の第 3 回調査においては、「東日本大震災・福島原発事故か
ら、まもなく 4 年になります。今の心境を率直にお書きください」という
問いかけに、回答総数 1208 名のうち 746 名の方が自由記述を記入してい
る。本稿は、2013 年調査2 と 2014 年調査3 の自由回答と比べて、2015 年調
査の自由回答欄に書き込まれた母親の声にどのような変化が生じているの




の分類は 2013 年・2014 年調査と共通の枠組みを利用している。そこで、
本稿でも 2013 年調査と同様、母親の意見を①生活拠点、②（食）生活、
③家計、④子育て、⑤人間関係、⑥情報、⑦賠償・補償、⑧健康の 8 つの






























































































原発災害からの生活復興とはなにか（成元哲・牛島佳代・松谷満） 203（ 203 ）
避難したかったが無理だった（家のローン、仕事、子どもの障害）




















































こにはいられません。平気な顔して 1 日 1 日何事もなくすぎたことに
感謝しています。「あきらめ」になるのでしょうか？不安は変わらず
あります。
原発災害からの生活復興とはなにか（成元哲・牛島佳代・松谷満） 205（ 205 ）
・一言で言えば、諦めです。
⑤特徴
避難に関する意見の総数は、66 件（2014 年）から 78 件（2015 年）に
増加した。その内訳は①「避難している」に関する意見が 16 件（2014 年）
から 26 件（2015 年）に増加しており、②「避難したが戻ってきた」に関
する意見は 9 件（2014 年）から 7 件（2015 年）にわずかに減少している。
また③「避難したいができない」に関する意見は 37 件（2014 年）から 23
件（2015 件）に減少し、④「避難しない」に関する意見は 4 件（2014 年）


























































保養に関する意見の総数は 40 件（2014 年）から 19 件（2015 年）に減
少した。①「保養プログラムの拡充を望む」に関する意見は 33 件（2014
年）から 6 件（2015 年）に減少したものの、原発事故から 4 年が経過し、
次第に減りつつある保養プログラムの継続と安い費用で参加できるプログ
ラムの拡充を望む意見がある。②「保養に関する情報を得たい」に関する
意見は、6 件（2014 年）から 4 件（2015 年）に減少しているが、条件に
見合う保養の情報が得られないという意見があり、①「保養プログラムの
拡充を望む」と関係しているといえる。また③「保養に満足した」に関す

































原発災害からの生活復興とはなにか（成元哲・牛島佳代・松谷満） 209（ 209 ）

















































































・2011 年 4 月ごろ、このあたりの空間線量は 2μsv/h でした。現在は 0.15
μsv/h。（どちらも市役所駐車場）想像していたよりも線量は下がり






























原発災害からの生活復興とはなにか（成元哲・牛島佳代・松谷満） 213（ 213 ）
























①「除染にある程度満足している」に関する意見は 9 件（2014 年）か
ら 28 件（2015 年）に増加した。ただ、②「実施された除染に不満がある」
に関する意見も 16 件（2014 年）から 60 件（2015 年）に大幅に増加した。
214（ 214 ）
一方、③「除染を望む」に関する意見は 74 件（2014 年）から 32 件（2015
年）に減少し、④「（実施の有無に関わらず）除染の効果に疑問がある」に
















































































原発災害からの生活復興とはなにか（成元哲・牛島佳代・松谷満） 217（ 217 ）
④特徴
「地元産食材や水道水はできるだけ使わない」という意見は 32 件（2014
年）から 20 件（2015 件）に減少する一方、「地元産食材や水道水を使わ
ざるを得ない／使っている」は 2 件（2014 年）から 21 件（2015 年）に増






















































































家計に関する意見の総数は、53 件（2014 年）から 45 件（2015 年）と
減少した。詳細としては、（1）「収入」に関する意見が 4 件（2014 年）か
ら 5 件（2015 年）とわずかに増加し、（2）「支出」に関する 7 つの項目で
大きく件数に変化があったのは「③福島での外遊び制限の代償として発生
する費用（保養、体験等）」が 4 件（2014 年）から 13 件（2015 年）に増






















































































































①「外遊びをさせている」に関する意見は 15 件（2014 年）から 28 件
（2015 件）に増加。②「外遊びを制限して（されて）いる」に関する意見
は、39 件（2014 年）から 51 件（2015 年）に増加。③「室内遊び場」に
関する意見」は 43 件（2014 年）から 9 件（2015 年）に減少した。



































































































「① 妊娠」に関する意見は 6 件（2014 年）から 1 件（2015 年）に減




































































































































































































































①「夫婦・親族」に関する意見が 9 件（2014 年）から 5 件（2015 年）に
減少したのに対し、②「近所・知人」に関する意見が 13 件（2014 年）か
ら 19 件（2015 年）、③「外部」に関する意見は 29 件（2014 年）から 72
件（2015 年）と増加した。人間関係に関するものの中で③「外部」に関
する意見が最も多い。また④「避難・賠償の取り扱いに差異のある人」と
の間の人間関係に関する意見は 8 件（2014 年）から 54 件（2015 年）と







































































































































































原発災害からの生活復興とはなにか（成元哲・牛島佳代・松谷満） 243（ 243 ）
のに他県の方々から「福島だけの問題」と思われるようにならないこ
とを望みます。











































































































賠償の打ち切りに関する意見が 2014 年と 2015 年において 22 件と横ば
いで、賠償範囲の線引きに関する意見が 58 件（2014 年）から 50 件（2015




























































































































































































































































































































































2013 年 2014 年 2015 年
1 生活拠点 233 214 250
（1）避難関係 155 66 78
ア避難継続中 49 16 26
イ避難したいが戻ってきた 35 9 7
ウ避難したいができない 68 37 23
エ避難しない 3 4 22
（2）保養関係 37 40 19
ア保養プログラムの拡充を望む 33 33 6
イ保養に関する情報を得たい 3 6 4
ウ保養に満足した 1 1 9
260（ 260 ）
（3）除染関係 41 108 153
ア除染にある程度満足している 2 9 28
イ実施された除染に不満がある 10 16 60
ウ除染を望む 24 74 32
エ（実施の有無にかかわらず）除染の効果に疑問がある 5 9 33
2 食生活 72 49 45
（1）食 66 45 44
ア地元産の食材や水道水はできるだけ使わない 44 32 20
イ地元産の食材や水道水を使わざるを得ない、使っている 10 2 21
ウ学校（保育園）給食に対する不満 12 11 3
（2）洗濯 6 4 1
3 家計 39 53 45
（1）収入 10 4 5
（2）支出 29 49 38
ア避難・二重生活の費用 1 2 2
イ放射能対策費用 4 1 1
ウ外遊びの代わり 6 4 13
エ他県産の食材・水の購入費用 12 30 13
オ租税・公共料金 3 8 6
カ保険 3 1 0
キ住宅費用 0 2 3
4 子育て 275 128 137
（1）遊び 171 97 88
ア外遊びをさせている 29 15 28
イ外遊びを制限している 74 39 51
ウ室内遊び場 68 43 9
（2）放射能対応 55 23 31
ア子どもの検査 52 18 28
イ積算計（ガラスバッジ） 3 5 3
原発災害からの生活復興とはなにか（成元哲・牛島佳代・松谷満） 261（ 261 ）
（3）出産 11 8 4
ア妊娠 10 6 1
イ流産 1 2 3
（4）その他 30 8 24
5 人間関係 114 59 95
（1）夫婦・親族 9 9 5
（2）近所・知人 16 13 19
（3）外部 79 29 72
（4）賠償の取り扱いに差異のある人 10 8 54
6 情報 102 38 217
（1）情報の収集 82 24 199
ア情報不信 62 10 46
イ関心の低下 20 14 153
（2）情報の発信 20 14 29
7 賠償·補償 121 150 221
（1）賠償 64 80 72
ア賠償の打ち切りに対する不満、子どもの将来の損害に対する賠償 46 22 22
イ賠償の対象、範囲の線引きに対する不満 18 58 50
（2）社会保障 11 23 35
ア子どもの健康 7 11 14
イ家計負担 4 12 21
（3）租税 12 8 5
（4）対応全般 34 39 82
ア行政の対応に対する不満 19 21 49
イ東電の原発事故対応に対する不満 6 7 24
ウ原発事故を踏まえた原発の是非 8 10 12
エ寄付金の使途に対する疑問 1 1 1
8 健康 79 36 223
（1）子ども 57 23 188
（2）親 22 13 35
262（ 262 ）
（2）声の変化：2013年・2014年調査から2015年調査への全体的な変化
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あったのに対し、2 年後である 2013 年は 11.4％、3 年後である 2014 年か
らは約 2％ と大きく減少しており、全体的に外遊びの時間は増えてきた（下
図）。ただ、4 年後である 2015 年においても「30 分以内」が 3 割弱で現在
も外遊びに慎重である。
一方、テレビ・ビデオ・DVD 等を視聴する時間としてもっとも多いの
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は「2 時間以内」が 42.4％ である。2013 年に大阪府内の保育園・幼稚園
に通う 3~5 歳児 6 万人に調査した結果によると、2 時間を超えて視聴する
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〔続柄〕
〔回答者が母親：年齢層別内訳〕
原発災害からの生活復興とはなにか（成元哲・牛島佳代・松谷満） 267（ 267 ）
第 1 回調査自由回答記入あり件数 :
1203 件（総回答数 2,628 件1）=
45.78%
第 2 回調査自由回答記入あり件数 :
718 件1（総回答数 1,606 件）=
44.71%
第 3 回調査自由回答記入あり件数 :
746 件（総回答数 1,208 件）=
61.75%
合計文字数 : 252,047 文字 合計文字数 : 153,938 文字 合計文字数 : 151,677 文字




2 成元哲・牛島佳代・松谷満，2014，「1,200 Fukushima Mothers Speak：
アンケート調査の自由回答にみる福島県中通りの親子の生活と健康」，『中京
大学現代社会学部紀要』8（1）：91-194 を参照。
3 成元哲・牛島佳代・松谷満，2014，「700 Fukushima Mothers Speak :
2014 年アンケート調査の自由回答にみる福島県中通りの親子の生活と健
康」，『中京大学現代社会学部紀要』8（2）：1-74 を参照。
268（ 268 ）
